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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、また、第53期および第57期につき

ましては当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

３ 第54期連結会計年度から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９

月25日 企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４ 第57期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

５ 第57期連結会計年度より、子会社である株式会社エフケー・ツタイ、株式会社桑建、株式会社クワザワリフ

ォームセンターおよび株式会社光和の４社を新たに連結の範囲に含めております。 

６ 第57期の当期純損失は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上と繰延税金資産の取崩等

によるものであります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 80,364 75,816 77,519 78,965 92,357

経常利益 (百万円) 620 663 607 490 68

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △311 186 185 146 △763

純資産額 (百万円) 8,838 8,920 9,290 9,345 8,591

総資産額 (百万円) 37,773 36,645 37,685 37,884 40,512

１株当たり純資産額 (円) 1,059.05 1,067.56 1,112.62 1,119.91 1,031.50

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △37.37 20.58 20.74 16.13 △91.84

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.4 24.3 24.6 24.7 21.2

自己資本利益率 (％) △3.4 2.1 2.0 1.6 △8.5

株価収益率 (倍) △5.3 9.2 11.5 19.8 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 673 478 810 △139 1,788

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 536 △193 △491 △229 △858

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △299 △582 △343 39 186

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 3,456 3,157 3,194 2,865 4,157

従業員数 (名) 720 717 733 753 915



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、また、第57期につきましては当期

純損失を計上しているため記載しておりません。 

３ 第54期から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業

会計基準第２号） および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４ 第57期の株価収益率および配当性向については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

５ 第57期の当期純損失は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものでありま

す。 

  

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 60,667 57,074 57,044 58,852 60,417

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) 269 255 285 288 △177

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 61 70 92 133 △457

資本金 (百万円) 417 417 417 417 417

発行済株式総数 (千株) 8,347 8,347 8,347 8,347 8,347

純資産額 (百万円) 6,930 6,903 7,034 7,079 6,635

総資産額 (百万円) 22,780 21,968 23,118 23,268 23,343

１株当たり純資産額 (円) 830.36 826.99 842.67 848.48 796.84

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額)

(円)
8.0
(―)

8.0
(―)

8.0
(―)

8.0
(―)

5.0
(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) 7.33 7.82 10.17 15.08 △54.98

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 30.4 31.4 30.4 30.4 28.4

自己資本利益率 (％) 0.8 1.0 1.3 1.9 △6.7

株価収益率 (倍) 27.4 24.2 23.5 21.2 ―

配当性向 (％) 109.0 102.2 78.6 53.1 ―

従業員数 (名) 313 327 327 339 370



２ 【沿革】 

当社は、昭和８年に創業者桑澤清が㋝タイル煉瓦問屋を札幌市において開業したことに始まり、昭和14

年には浅野セメント(現、太平洋セメント株式会社)製品の取扱いを開始したことから、今日の礎を築きま

した。 

その後順次業容の拡大を見せましたが、昭和26年２月に法人化した以降の当社および主要な関係会社の

主な変遷は、次のとおりであります。 

  

昭和26年２月 資本金５百万円の株式会社に改組。商号を株式会社桑澤商店に変更。

昭和36年３月 札幌アサノ運輸株式会社設立(現、連結子会社)。

昭和38年１月 桑澤建材工業株式会社設立(現、連結子会社株式会社クワザワ工業)。

昭和38年７月 山光運輸株式会社設立(現、連結子会社)。

昭和38年11月 千葉出張所(現、千葉事業所)を開設し、関東に進出。

昭和39年２月 本社新社屋を現在地に竣工。

昭和41年６月 苫小牧出張所(現、苫小牧支店)を開設。

昭和42年３月 株式会社住まいのクワザワ設立(現、連結子会社)。

昭和43年４月 恵庭コンクリート株式会社設立(現、子会社恵庭アサノコンクリート株式会社)。

昭和44年11月 株式会社東北クワザワ(現、仙台支店)を設立。

昭和45年２月 東京支店(現、東京営業部)および釧路出張所(現、釧路営業所)を開設。

昭和45年３月 函館出張所(現、函館支店)を開設。

昭和45年５月 水戸出張所(現、茨城支店)、青森出張所(現、青森支店)を開設。

昭和46年３月 商号を株式会杜クワザワに変更。

昭和46年12月 ドリゾール工業株式会社に資本参加(現、連結子会社)。

昭和47年２月 北見市の児玉建材株式会社を合併し、北見支店として設立。

昭和48年９月 札幌証券取引所に上場。

昭和49年２月 旭川営業所(現、旭川支店)を開設。

昭和49年６月 三和建材株式会社に資本参加(現、連結子会社北翔建材株式会社)。

昭和51年２月 帯広出張所(現、道東支店)を開設。

昭和56年２月 クワザワサッシ工業株式会社設立(現、子会社)。

昭和58年４月 株式会社クワザワエージェンシー設立(現、子会社株式会社ネストエージェンシ

ー)。

昭和59年４月 一般建設業建設大臣許可。

昭和59年６月 新手稲ガラス株式会社に資本参加(現、子会社株式会社手稲ガラス)。

平成元年３月 東京本部を設置。

平成３年３月 東京本部東京事業所(現、横浜事業所)を開設。

平成３年４月 株式会社ケーテック設立(現、連結子会社株式会社エフケー・ツタイ)。

平成３年10月 大阪営業所を開設。

平成５年４月 北海道管材株式会社設立(現、連結子会社)。

平成７年８月 つくば営業所を開設。

平成８年11月 山形出張所を開設。

平成10年４月 埼玉営業所を開設(現、埼玉事業所)。

平成10年12月 日桑建材株式会社設立(現、子会社)。

平成11年５月 当社、越智産業株式会社、日本ベニア株式会社(現、株式会社ジューテック)の３社

業務提携によるネストグループ発足。

平成14年４月 株式会社クワザワリフォームセンター設立(現、連結子会社)。

平成15年３月 株式会社桑建に資本参加(現、連結子会社)。

平成15年５月 丸三商事株式会社に資本参加(現、連結子会社)。

平成17年10月 株式会社光和に資本参加(現、連結子会社)。

平成17年12月 和寒コンクリート株式会社、東日本自工株式会社に資本参加(現、子会社)。



３ 【事業の内容】 

当グループ(当社および関係会社)は、当社、連結子会社12社、非連結子会社７社および関連会社６社で

構成され、建設資材の販売および工事施工を主な事業の内容とし、さらに関連する物流および周辺サービ

ス等の事業活動を展開しております。 

当グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりでありま

す。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

  

 
  

以上の当グループにおける事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

  

(注) １ ◎印は連結子会社、○印は非連結子会社、＊印は関連会社 

２ 連結子会社㈱エフケー・ツタイは、平成17年４月15日㈱ケーテックより商号変更 

３ ㈱エフケー・ツタイ、㈱桑建、㈱クワザワリフォームセンターおよび㈱光和の４社は、当連結会計年度より

連結対象 

４ 連結子会社㈱光和は平成17年10月１日株式取得により子会社化 

５ 和寒コンクリート㈱、東日本自工㈱の２社は、平成17年12月１日株式取得により子会社化 

６ 石油製品事業は、当連結会計年度より連結子会社となった株式会社エフケー・ツタイが行っている事業であ

り、重要性が増したため当該セグメントを新設しております。 

建設資材事業 建設資材の販売等

＜主な関係会社＞

当社、北海道管材㈱、北翔建材㈱、㈱桑建、㈱光和、日桑建材㈱

建設資材の製造

＜主な関係会社＞

ドリゾール工業㈱、恵庭アサノコンクリート㈱、和寒コンクリート㈱

建設工事事業 建設工事の請負施工等

＜主な関係会社＞

 当社、㈱クワザワ工業、㈱住まいのクワザワ、丸三商事㈱、㈱クワザワリフォー

ムセンター、クワザワサッシ工業㈱、㈱手稲ガラス

石油製品事業 ㈱エフケー・ツタイ

その他の事業 貨物運送等 

＜主な関係会社＞ 

 札幌アサノ運輸㈱、山光運輸㈱、㈱ネストエージェンシー、東日本自工㈱



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有〔又は被所有〕割合」欄の(内書)は、間接所有であります。 

３ 特定子会社であります。 

４ 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社は、ありません。 

５ ㈱クワザワ工業および㈱エフケー・ツタイの２社については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)

の連結売上高に占める割合がそれぞれ10％を超えております。 

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
〔又は被所有〕
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

ドリゾール工業㈱ (注)３ 札幌市白石区 90 建設資材事業
100
(―)

商品の販売および製品の仕入等 
役員の兼任１名 
債務保証 
資金の貸付

(連結子会社)

㈱エフケー・ツタイ (注)3,5 札幌市中央区 50
石油製品事業
建設資材事業

100
(―)

商品の販売等 
役員の兼任２名 
債務保証

(連結子会社)

㈱光和 北海道網走市 10 建設資材事業
100
(―)

商品の販売等 
役員の兼任１名 
債務保証

(連結子会社)

丸三商事㈱ 仙台市若林区 35 建設工事事業
100
(―)

商品の販売および工事の外注等 
役員の兼任１名 
債務保証

(連結子会社)

北翔建材㈱ 札幌市西区 20 建設資材事業
100
(―)

商品の販売等 
資金の貸付

(連結子会社)

㈱桑建
茨城県小美玉
市

20 建設資材事業
100
(―)

商品の販売等 
役員の兼任１名 
債務保証 
資金の貸付

(連結子会社)

㈱住まいのクワザワ (注)３ 札幌市中央区 50 建設工事事業
100
(20)

商品の販売および工事の外注等 
役員の兼任３名 
債務保証 
資金の貸付

(連結子会社)

㈱クワザワリフォーム
センター

札幌市白石区 30 建設工事事業
100
(50)

商品の販売および工事の外注等 
役員の兼任４名

(連結子会社)

㈱クワザワ工業 (注)3,5 札幌市白石区 68 建設工事事業
73
(24)

商品の販売および工事の外注等 
役員の兼任３名

(連結子会社)

札幌アサノ運輸㈱ 札幌市白石区 20 その他の事業
60
(―)

商品運送の委託等 
役員の兼任１名 
債務保証

(連結子会社)

北海道管材㈱ 札幌市東区 30 建設資材事業
51
(5)
商品の販売等 
役員の兼任２名

(連結子会社)

山光運輸㈱ 札幌市白石区 13 その他の事業
50
(10)

商品運送の委託等 
役員の兼任２名

㈱クワザワ工業の主要な損益情報等 ① 売上高 11,141百万円

② 経常利益 68百万円

③ 当期純利益 27百万円

④ 純資産額 1,758百万円

⑤ 総資産額 5,691百万円



 
  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数が当連結会計年度において前連結会計年度より162名増加しておりますが、主として、当連結会計

年度より株式会社エフケー・ツタイ、株式会社桑建、株式会社クワザワリフォームセンターおよび株式会社

光和の４社を連結の範囲に含めたことによるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりません。また労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  

㈱エフケー・ツタイの主要な損益情報等 ① 売上高 9,703百万円

② 経常利益 29百万円

③ 当期純利益 33百万円

④ 純資産額 75百万円

⑤ 総資産額 2,089百万円

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

建設資材事業 364

建設工事事業 297

石油製品事業 34

その他の事業 168

全社(共通) 52

合計 915

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

370 38.7 11.3 3,991



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油高騰の影響を始めとする懸念要素もありましたが、企業
収益の改善により設備投資が増加し、また雇用情勢の回復から個人消費も堅調に推移するなど、景気は
緩やかな回復基調にありました。 
当社グループの位置する建設関連業界におきましては、好調なマンション建設により、引続き新設住
宅着工が増加いたしました。当社グループの主要市場であります北海道においては、関東圏に比べ景気
回復が遅れているものの、新設住宅着工が増加するなど一部に回復の兆しがありました。しかし、引続
き業界の企業倒産が頻発し、また競争が一層激化したことから、総じて経営環境は厳しい状況で推移い
たしました。 
このような環境において、当社グループではリフォーム事業への取組み強化を行うと伴に、取扱商品
の拡充を図り、既存市場における当社シェアの伸長に努めるなど積極的な営業を展開いたしました。ま
た、企業買収等によりグループ経営の基盤拡大に努めました。 
この結果、当連結会計年度の業績は、連結子会社４社（株式会社エフケー・ツタイ、株式会社桑建、
株式会社クワザワリフォームセンター、株式会社光和）が新たに加わったことにより、売上高は923億
57百万円（前年同期比117.0％）と前期より増収になりました。しかし、競争激化による利益率の低下
が大きく影響し、経常利益は68百万円（同13.9％）となり、減損損失の計上と繰延税金資産の取崩しに
より、当期純損失は７億63百万円（前年同期は当期純利益１億46百万円）となりました。 

  

①事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

建設資材事業 

新規連結子会社（株式会社エフケー・ツタイ、株式会社桑建、株式会社光和）の売上が寄与し、
売上高は534億59百万円（前年同期比108.3％）となりました。しかし、主要市場である北海道にお
いては、公共工事の減少が続いていることから、競争の激化による利益率の低下のため、営業利益
は３億15百万円（同52.1％）に止まりました。 

  

建設工事事業 

新規連結子会社（株式会社クワザワリフォームセンター）の売上の寄与と受注活動の強化などか
ら、売上高は302億８百万円（前年同期比109.3％）となり、営業利益は３億15百万円（同
121.7％）となりました。 

  

石油製品事業 

新規連結子会社（株式会社エフケー・ツタイ）の単独事業でありますが、重要性から当該セグメ
ントを新設いたしました。 
  売上高は68億３百万円、営業利益は31百万円となりました。 

  

その他の事業 

売上高は18億86百万円（前年同期比96.6％）となりましたが、原油高騰による軽油の値上げが大
きく影響し、営業利益は65百万円（同77.4％）に止まりました。 

  

②所在地別セグメントの業績 

本国以外の国および地域に所在する連結子会社はありませんので、記載は省略しております。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 
当会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は前年同期と比べ12億91百万円増加の41億57百
万円となりました。 
 
 営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の増加などにより前年同期と比べ19億27百万円増加
の17億88百万円となりました。 
 
 投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付による支出などにより前年同期と比べ６億29百万円減少
の△８億58百万円となりました。 
 
 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加などにより前年同期と比べ１億46百万円増
加の１億86百万円となりました。 
  

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 石油製品事業は、当連結会計年度より連結子会社となった株式会社エフケー・ツタイが行っている事業であ

り、重要性が増したため当該セグメントを新設しております。 

  

(2) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 石油製品事業は、当連結会計年度より連結子会社となった株式会社エフケー・ツタイが行っている事業であ

り、重要性が増したため当該セグメントを新設しております。 

４ 石油製品事業については、今期より新設されたものであるため、前年同期比を表示しておりません。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

建設資材事業 ― ― ― ―

建設工事事業 30,187 102.8 6,291 100.9

石油製品事業 ― ― ― ―

その他の事業 ― ― ― ―

合計 30,187 102.8 6,291 100.9

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

建設資材事業 53,459 108.3

建設工事事業 30,208 109.3

石油製品事業 6,803 ―

その他の事業 1,886 96.6

合計 92,357 117.0



３ 【対処すべき課題】 

建設関連業界は、今後住宅建設の減少や公共工事の削減基調が続くなど、当社グループを取り巻く事業

環境は、より厳しさを増すものと想定されます。市場の縮小傾向に対応して「創造的・革新的であり続け

る」ことが、重要な経営課題となります。 

当社グループでは増改築市場への取組みをグループの中核事業として位置付け、連結子会社株式会社ク

ワザワリフォームセンターを中心として積極的に推し進めております。また、建設資材の卸売ルートの顧

客と協同して業界全体の需要開拓を図るため、毎年開催する「新築リフォームフェア」においても、一般

来場者の動員拡大と展示内容の充実に努めております。 

ネストグループ（当社と越智産業株式会社、株式会社ジューテック）による業務提携の成果の一つとし

て、プライベートブランド商品の拡充を目指しております。ネストブランドとしては既に５品目を数えま

すが、顧客に対する高い付加価値の提案を目指して今後も継続的に商品展開を進める予定でおります。 

市場環境の変化に合わせて、グループ各社の機能分担の見直しとともにグループの業容拡大を継続的に

進めております。当期においては、営業譲受けにより株式会社エフケー・ツタイを新規連結子会社とした

ほか、株式会社光和、和寒コンクリート株式会社、東日本自工株式会社の３社の株式を取得して完全子会

社といたしました。今後もグループ経営の効率化と経営基盤拡大を積極的に推進する方針でおります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成18年３月31日)現在において当社グル

ープが判断したものであります。 

  

１ 業種的リスク 

当社グループの経営成績は、新設住宅着工や公共工事の増減により大きな影響を受ける可能性があり

ます。この影響を回避するため、営業基盤の地域的拡大や取扱分野の拡大等に努めておりますが、特に

わが国経済の後退局面においては、建築需要の減少や財政事情による公共工事削減などの現象が顕著と

なり、売上高の減少のリスクがあります。 

  当社グループの主要な取引先は主に建築関連業者であります。このため、建築需要の動向次第では、

売上の減少、不良債権の発生、取引金融機関の対応変化などにより、取引先に対して貸倒れリスクを負

う可能性があります。 

  建設工事事業においては、施工の不具合や施工後の異常等により、長期にわたるクレームリスクが発

生する可能性があります。 

  

２ 税制、金利動向に伴うリスク 

住宅関連税制や土地税制の動向、消費税率の引上げ、および住宅ローンの金利増減により、市場環境

が想定外の変動に見舞われる可能性があり、売上高の増減や経営成績に大きな影響を与えるリスクがあ

ります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

当連結会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等は以下のとおりであります。 

営業譲渡契約の締結 

当社の連結子会社である株式会社エフケー・ツタイ（旧商号株式会社ケーテック）は、平成17年３月

14日に民事再生手続開始申立を行ったツタイ商事株式会社の営業の一部を譲受けるため、同年４月22日

に同年４月30日を譲渡日とする営業譲渡契約を締結いたしました。 

なお、ツタイ商事株式会社より譲受けた営業部門は、商事部門および石油部門であります。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項は、ありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針および見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。  

この連結財務諸表の作成にあたりましては、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間におけ

る収入・費用の報告数値に影響を与える見積りは、主に貸倒引当金、賞与引当金および法人税等であ

り、継続して評価を行っております。  

なお、見積りおよび判断・評価につきましては、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因

等に基づき行っておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合がありま

す。  

  

(2) 財政状態の分析 

当社グループは、適切な流動性の維持、事業活動のための資金確保、および健全なバランスシートの

維持を財務方針としております。  

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末比26億28百万円増加の405億12百万円(前年同期比

106.9％)となりました。流動資産は同24億30百万円増加の329億６百万円(同108.0％)、固定資産は同１

億98百万円増加の76億６百万円(同102.7％)となりました。  

流動資産の増加の主なものは、現金及び預金や売掛金の増加によるものであります。  

固定資産のうち有形固定資産は、前連結会計年度末比78百万円減少の35億19百万円(同97.8％)となり

ました。この減少の主なものは、土地の減少によるものであります。 

無形固定資産は、前連結会計年度末比３億21百万円増加の５億19百万円(同262.7％)となりました。

この増加の主なものは、ソフトウェアの増加によるものであります。  

投資その他の資産は、前連結会計年度末比44百万円減少の35億67百万円(同98.8％)となりました。こ

の減少の主なものは、繰延税金資産の減少によるものであります。  

当連結会計年度末の負債の合計は、前連結会計年度末比33億64百万円増加の308億19百万円(同

112.3％)となりました。流動負債は、同37億５百万円増加の269億40百万円(同115.9％)、固定負債は同

３億40百万円減少の38億79百万円(同91.9％)となっております。流動負債の増加の主なものは、支払手

形の増加によるものであります。固定負債の減少の主なものは、長期借入金の減少によるものでありま

す。  



当連結会計年度末の少数株主持分は、前連結会計年度末比17百万円増加の11億１百万円(同101.6％)

となりました。  

当連結会計年度末の資本は、前連結会計年度末比７億53百万円減少の85億91百万円(同91.9％)となり

ました。この減少の主なものは、利益剰余金の減少によるものであります。  

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の24.7％から21.2％となりました。  

  

(3) キャッシュフローの分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度より12億91百

万円増加し、当連結会計年度末には41億57百万円(対前期増減率45.1％)となりました。当連結会計年度

における各キャッシュフローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果、増加した資金は17億88百万円となりました。  

 前連結会計年度に比べ19億27百万円の収入増加となった主な要因は、税金等調整前当期純利益又は当

期純損失が８億26百万円、たな卸資産の増加額が３億78百万円減少しましたが、減損損失が４億89百万

円、仕入債務の増減額が15億46百万円、その他の負債の増加額が２億80百万円増加したことによるもの

であります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果、使用した資金は８億58百万円となりました。  

 前連結会計年度に比べ６億29百万円の減少となった主な要因は、㈱光和株式取得による連結の範囲変

更を伴う子会社株式の取得により１億97百万円収入が増加しましたが、有形固定資産の取得により２億

46百万円、貸付金の実行により４億78百万円支出が増加したことによるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果、増加した資金は１億86百万円となりました。  

 前連結会計年度に比べ１億46百万円の増加となった主な要因は、資金調達により借入金が増加したこ

とによるものであります。  

  

  



(4) 経営成績の分析 

① 売上高 

当社グループの当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度と比較して17.0％増加の923億57百

万円となりました。 

リフォーム事業への取組み強化や、連結子会社４社が新たに加わったことなどにより増収になり

ました。 

  

② 売上原価および販売費及び一般管理費 

売上原価は、前連結会計年度と比較して17.1％増加の856億85百万円、販売費及び一般管理費は

24.0％増加の66億73百万円となりました。販売費及び一般管理費の増加の主な要因は、連結子会社

の増加や貸倒引当金繰入損等の増加によるものであります。 

  

③ 営業損失 

営業損失は、前連結会計年度と比較して4億24百万円減少の２百万円となりました。 

  

④ 営業外損益 

営業外収益は前連結会計年度と比較して14.0％増加の２億24百万円となりました。この主な要因

は雑収入の増加によるものであります。営業外費用は、前連結会計年度と比較して19.7％増加の１

億54百万円となりました。この主な要因は支払利息の増加によるものであります。 

  

⑤ 経常利益 

経常利益は、前連結会計年度と比較して86.1％減少の68百万円となりました。 

  

⑥ 特別損益 

特別利益は、前連結会計年度と比較して55.6％増加の１億７百万円となりました。この主な要因

は固定資産売却益や再就職支援奨励金収入によるものであります。特別損失は、前連結会計年度と

比較して376.9％増加の５億59百万円となりました。この主な要因は減損損失によるものでありま

す。 

  

⑦ 税金等調整前当期純損失 

税金等調整前当期純損失は、前連結会計年度と比較して８億26百万円減少の３億83百万円となり

ました。 

  

⑧ 法人税、住民税及び事業税ならびに法人税等調整額 

法人税等は、前連結会計年度と比較して62.7％増加の３億57百万円となりました。このうち法人

税、住民税及び事業税は１億69百万円、法人税等調整額は１億88百万円となりました。 

  

⑨ 当期純損失 

当期純損失は、前連結会計年度と比較して９億９百万円減少の７億63百万円となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、主に販売拠点の拡充、新設他、老朽設備の代替等について適宜設備投資を実施してお

ります。 

当連結会計年度については、建設資材製造設備の充実のため機械設備等の購入を実施するとともに、貨

物運送事業の部門においても老朽化に伴う営業用貨物車両等の入替を実施した結果、グループ全体で６億

51百万円の設備投資を実施いたしました。 

事業の種類別セグメントの設備投資について示すと、次のとおりであります。 

  

(1）建設資材事業 

事務所の老朽に伴う新事務所の取得のため、75百万円の設備投資を行いました。 

この結果、設備の代替に伴う設備投資等を含め１億95百万円の設備投資を実施いたしました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

(2）建設工事事業 

販売用住宅の常設モデルハウスのため、23百万円の設備投資を行いました。 

この結果、設備の代替に伴う設備投資等を含め66百万円の設備投資を実施いたしました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

(3）石油製品事業 

配送センター取得のため、51百万円の設備投資を行いました。 

この結果、設備の代替に伴う設備投資等を含め99百万円の設備投資を実施いたしました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

(4）その他の事業 

貨物運送等の部門において、営業用貨物車両の入替を目的として運搬具の購入に１億38百万円の設備

投資を行いました。 

この結果、設備の代替に伴う設備投資等を含め１億38百万円の設備投資を実施いたしました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

(5）全社共通 

新基幹業務ソフトウェアの取得のため、１億43百万円の設備投資を行いました。 

この結果、設備の代替に伴う設備投資等を含め１億51百万円の設備投資を実施いたしました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(平成18年３月31日現在) 

 
(注) １ 上記中〔外書〕は、連結会社以外からの賃借設備であります。 

２ 現在休止中の主要な設備は、ありません。 

３ 提出会社の本社他の中には、連結会社以外への賃貸設備として、クワザワサッシ工業㈱(非連結子会社)に貸

与中の建物57百万円、日桑建材㈱(非連結子会社)に貸与中の建物11百万円、店舗付賃貸マンション(クワザ

ワハイツ) 96百万円、賃貸事務所・駐車場(フラワーコーポ)30百万円を含んでおります。 

４ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

 
５ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの 
名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

本社他 
(札幌市白石区他)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫 
その他

331 ―
〔0〕
739

(320,688)
41 1,113 159

苫小牧支店 
(北海道苫小牧市)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

47 ―
35

(2,768)
0 82 16

道東支店 
(北海道帯広市他)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

〔4〕
17

―
21

(1,856)
0 39 17

北見支店 
(北海道北見市)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

〔5〕
0

― ― 0 0 12

函館支店 
(北海道函館市)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

21 ―
17

(2,409)
0 39 19

旭川支店 
(北海道旭川市)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

42 ―
101

(2,812)
0 144 18

東京本部 
東京営業部 
(東京都港区他)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所
〔20〕
－

― ― 1 1 19

横浜事業所 
(横浜市都筑区他)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

〔28〕
0

― ― 0 0 13

埼玉事業所 
(さいたま市北区)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

〔3〕
－

― ― 0 0 6

千葉事業所 
(千葉市若葉区)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

76 ―
67

(1,655)
0 144 31

茨城支店 
(茨城県水戸市)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

〔8〕
－

―
〔0〕
―

0 0 16

つくば営業所 
(茨城県つくば市)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

〔20〕
8

―
60

(1,884)
― 69 12

仙台支店 
(仙台市若林区他)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

〔1〕
－

― ― 0 0 16

青森支店 
(青森県青森市他)

建設資材事業 
建設工事事業

事務所 
倉庫

〔8〕
0

― ― 0 0 16

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容 台数
リース又は
レンタル期間

年間リース料 
又は 

レンタル料 
(百万円)

リース契約
残高 
(百万円)

本社他 
(札幌市白石区他)

建設資材事業 
建設工事事業

電子計算機
およびその 
周辺機器

一式 １年 27 ―



(2) 国内子会社 

(平成18年３月31日現在) 

 
(注) １ 上記中〔外書〕は、連結会社以外からの賃借設備であります。 

２ 上記中 <内書> は、連結会社以外への賃貸設備であります。 

３ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

 
４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

ドリゾール 
工業㈱

工場他 
(北海道 
夕張郡 
長沼町他)

建設資材
事業

事務所 
工場

36
〔1〕
135

94
( 51,235)

〔0〕
6

272 23

㈱エフケ
ー・ツタイ

本社他 
(札幌市 
中央区他)

石油製品
事業
建設資材
事業

事務所
〔12〕
〈4〉
24

〔0〕
〈0〉
0

〔3〕
〈2〉
102

(7,128)

〔1〕
0

128 54

㈱光和
本社他 
(北海道 
網走市他)

建設資材
事業

事務所
〔0〕
〈7〉
111

3
〔0〕
162

(10,996)
0 278 38

丸三商事㈱
本社 
(仙台市 
若林区)

建設工事
事業

事務所
〈1〉
16

〔2〕
0

〔1〕
〈11〉
203

(1,647)

〔0〕
〈0〉
0

220 21

北翔建材㈱
本社 
(札幌市 
西区)

建設資材
事業

事務所
〔4〕
2

〔0〕
0

〔1〕
―

(34,687)

〔0〕
―

2 13

㈱桑建
本社他 
(茨城県小
美玉市他)

建設資材
事業

事務所
〔9〕
0

〔2〕
0

―
〔1〕
0

0 16

㈱住まいの 
クワザワ

本社他 
(札幌市 
中央区他)

建設工事
事業

事務所 
モデル 
ハウス

〔27〕
83

3
〔46〕
15

(1,225)

〔17〕
3

106 88

㈱クワザワ
リフォーム
センター

本社 
(札幌市 
白石区)

建設工事
事業

事務所 0
〔0〕
―

  
  ―

〔0〕
―

0 18

㈱クワザワ 
工業

本社他 
(札幌市 
白石区他)

建設工事
事業

事務所
〔14〕
73

〔0〕
0

〔0〕
153

(1,628)

〔0〕
1

227 89

札幌アサノ 
運輸㈱

本社他 
(札幌市 
白石区他)

その他の
事業

事務所 
車両

〔1〕
〈0〉
23

〔1〕
38

〔0〕
〈11〉
78

(5,360)

〔2〕
2

143 34

北海道管材 
㈱

本社 
(札幌市 
東区)

建設資材
事業

事務所
〔8〕
2

0 ― 0 2 17

山光運輸㈱
本社他 
(札幌市 
白石区他)

その他の
事業

事務所 
車両

〔0〕
48

〔5〕
〈0〉
151

296
(19,560)

〔0〕
〈1〉
3

500 134

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容 台数 リース期間
年間 
リース料 
(百万円)

リース契約
残高 
(百万円)

㈱住まいの
クワザワ

本社 
(札幌市 
中央区)

建設工事事業
電子計算機
およびその 
周辺機器

一式 ５年 3 6

山光運輸㈱
本社 
(札幌市 
白石区)

その他の事業 車輌運搬具 25台 ５年 17 59



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項は、ありません。 

  なお、提出会社において、販売管理業務の効率化を目指し、平成15年４月より開発に着手しておりま

した新基幹業務システムは、平成18年１月に開発を終え順次稼動いたしました。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項は、ありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項は、ありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 株式配当 １：0.04 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 8,347,248 8,347,248 札幌証券取引所
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 8,347,248 8,347,248 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

昭和52年５月18日 (注) 321 8,347 16 417 ― 318



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式19,941株は、「個人その他」に19単元、「単元未満株式の状況」に941株含まれております。 

    ２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が2単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 13 1 76 1 1 448 540 ―

所有株式数 
(単元)

0 1,710 1 3,591 10 1 2,932 8,245 102,248

所有株式数 
の割合(％)

0 20.74 0.01 43.56 0.12 0.01 35.56 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

太平洋セメント株式会社 東京都中央区明石町8-1 1,357 16.26

桑澤商事株式会社 札幌市中央区北3条西2丁目1 447 5.36

桑澤嘉英 札幌市中央区南23条西12丁目1-1-904 353 4.23

桑澤孝通 札幌市中央区南23条西14丁目2-12 349 4.18

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪市北区西天満4丁目15-10 241 2.89

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2-1 241 2.89

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1丁目1-5 210 2.51

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1-1 207 2.47

株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通西4丁目1 162 1.94

株式会社船場 東京都中央区八重洲1丁目1-2 160 1.91

計 ― 3,730 44.68



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権2個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が941株、相互保有株式が363株含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項は、ありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 19,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

(相互保有株式)
普通株式 37,000

― 同上

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,189,000
8,189 同上

単元未満株式  
普通株式 102,248 ― 同上

発行済株式総数 8,347,248 ― ―

総株主の議決権 ― 8,189 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社クワザワ

札幌市白石区中央２条 
７丁目１番１号

19,000 - 19,000 0.22

(相互保有株式) 
株式会社熊谷本店

北海道磯谷郡蘭越町蘭越町
22番地

37,000 - 37,000 0.44

計 ― 56,000 - 56,000 0.67



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項は、ありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項は、ありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項は、ありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項は、ありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、将来に備えた経営基盤の強化に努力するとともに、安定的な配当水準を維持することを基本と

しております。 

当期の業績は、売上高においては前年同期比2.7％増となりましたが、当期純損失を計上する結果とな

りましたので、前期普通配当より一株につき３円減配の５円といたしました。 

この結果、株主資本配当率は0.6％となりました。 

なお、内部留保資金につきましては、今後の財務体質の強化に活用する予定であり、今後も継続して業

績の向上に努力してまいる所存でございます。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、札幌証券取引所におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、札幌証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 233 234 240 361 530

最低(円) 195 175 175 245 311

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月

最高(円) 406 415 440 470 520 530

最低(円) 390 372 385 420 480 451



５ 【役員の状況】 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
会長

― 照 井 敬 侯 昭和21年10月６日生

平成16年４月 太平洋セメント株式会社執行役員

人事部長

―平成17年6月 当社代表取締役会長(現任)

平成18年4月 明星セメント株式会社顧問

平成18年5月 同社代表取締役社長(現任)

代表取締役 
社長

― 桑 澤 嘉 英 昭和28年６月８日生

昭和51年４月 東京海上火災保険株式会社入社

353

昭和56年７月 当社入社

昭和59年２月 札幌建材支店長

昭和60年５月 取締役

昭和62年５月 常務取締役

平成２年６月 専務取締役

平成７年６月 当社代表取締役副社長

平成９年６月 代表取締役社長(現任)

平成11年４月 株式会社クワザワ工業代表取締役

会長(現任)

平成11年５月 株式会社住まいのクワザワ代表取

締役会長(現任)

平成11年６月 山光運輸株式会社代表取締役会長

(現任)

平成12年３月 ドリゾール工業株式会社代表取締

役会長(現任)

平成14年６月 札幌アサノ運輸株式会社代表取締

役会長(現任)

専務取締役 営業統括 遠 藤   實 昭和16年４月28日生

昭和40年３月 当社入社

61

昭和57年２月 北海道営業部営業一部長

昭和62年５月 取締役営業一部長

平成９年６月 常務取締役東京本部長

平成12年６月 専務取締役営業統括、東京本部長

平成13年６月 専務取締役営業統括(現任)

平成17年５月 株式会社エフケー・ツタイ代表取

締役社長（現任）

常務取締役 北海道本部長 伊 関 邦 夫 昭和18年４月18日生

昭和42年３月 当社入社

11

昭和57年２月 函館支店長

平成７年６月 取締役

平成７年６月 営業二部長

平成９年６月 営業一部長兼営業二部長

平成12年６月 常務取締役北海道本部長(現任)

常務取締役 東京本部長 志 田 陸 郎 昭和18年８月20日生

昭和47年２月 当社入社

30

平成５年４月 東京支店長

平成９年６月 取締役

平成９年６月 東京本部副本部長

平成13年６月 常務取締役東京本部長(現任)

常務取締役
管理本部長兼 
経営企画部長

桑 澤 孝 通 昭和33年１月１日生

昭和55年４月 松下電工株式会社入社

349

平成２年７月 当社入社

平成10年３月 経理部次長兼経理課長

平成12年６月 取締役経営企画部長(現任)

平成14年４月 株式会社クワザワリフォームセン

ター代表取締役社長(現任)

平成18年３月 管理本部長(現任)

平成18年６月 常務取締役(現任)



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(千株)

取締役
リフォーム
統括部長

井 澤 和 美 昭和21年４月25日生

昭和44年３月 当社入社

14

昭和59年２月 水戸支店長

平成９年６月 取締役(現任)

平成12年３月 東京本部副本部長

平成14年３月 北海道本部副本部長

平成15年１月 北海道本部リフォーム部長

平成16年３月 リフォーム統括部長(現任)

取締役
東京本部
副本部長兼
開発推進部長

森 田 憲 二 昭和21年５月３日生

昭和44年３月 当社入社

3

平成10年３月 東京本部営業推進部統轄部長兼東

京営業一部長

平成12年６月 取締役(現任)

平成13年３月 東京本部営業推進部統轄部長兼東

京営業部長

平成16年３月 東京本部統括部長兼開発推進部長

平成17年10月 東京本部副本部長兼開発推進部長

(現任)

取締役
北海道本部  
副本部長 

北 向 一 聖 昭和21年９月16日生

昭和44年３月 当社入社

3

平成５年４月 釧路支店長

平成９年６月 苫小牧支店長

平成13年３月 札幌営業二部長

平成16年３月 北海道本部部長

平成17年10月 北海道本部副本部長(現任）

平成18年６月 取締役(現任）

取締役
東京本部 
副本部長

小 出 恒 男 昭和22年８月29日生

昭和48年４月 当社入社

3

平成７年６月 函館支店長

平成17年10月 北海道本部副本部長

平成18年３月 東京本部副本部長(現任）

平成18年６月 取締役(現任）

取締役
北海道本部  
副本部長

木 谷 三 夫 昭和23年５月９日生

昭和47年４月 当社入社

1

平成13年３月 札幌営業一部長

平成18年３月 北海道本部副本部長(現任)

平成18年６月 取締役(現任）

取締役 経理部長 三 田 久 郎 昭和23年７月10日生

昭和49年７月 当社入社

1

平成15年３月 内部監査室長

平成18年６月 取締役(現任）

平成18年６月 経理部長(現任）

取締役 ― 越 智 通 広 昭和32年３月８日生

平成３年６月 越智産業株式会社代表取締役社長 

(現任) ―
平成11年６月 当社取締役(現任)

取締役 ― 足 立 建一郎 昭和32年９月24日生

平成６年３月 日本ベニア株式会社代表取締役社

長

―平成11年６月

平成14年10月

当社取締役(現任)

株式会社ジューテック代表取締役

社長（現任）



 
(注) １ 常務取締役 桑澤孝通は、取締役社長 桑澤嘉英の弟であります。 

２ 取締役 越智通広、足立建一郎の２名は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３ 監査役 菊池美津雄、江上一郎の２名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、株主や顧客をはじめとした多くの利害関係者に対し、経営の透明性を高めることを基本とし、

当社グループの経営理念・行動指針の徹底により、実践を進めております。 

  

(1) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

当社は監査役制度を採用し、２名の社外監査役で構成されており、取締役会のほか重要な会議に出

席するなど、取締役の業務執行を監視できる体制となっております。 

取締役会については、社外取締役２名を含む16名で構成されており、主要な業務執行の決定を行う

とともに、各取締役の職務の執行状況を監督しております。また、主要なグループ会社の責任者を兼

務する２名の取締役により、グループの経営状況も逐次報告される体制となっております。 

内部統制システムとしては、内部監査室を設置し、各部署の業務全般に関する内部監査を継続的に

実施しております。内部監査室は監査室長他２名の計３名で構成されております。 

監査役、監査法人、内部監査室の三者は情報の共有や意見交換などにより監査の充実を図っており

ます。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 ― 芝 山 好 一 昭和21年１月13日生

昭和43年３月 桑澤建材工業株式会社(現、株式

会社クワザワ工業)入社

3

平成元年４月 同社取締役

平成９年４月 同社常務取締役

平成13年６月 同社専務取締役営業本部長

平成14年６月 同社代表取締役社長(現任) 

当社取締役(現任)

取締役 ― 瀧 山 篤 嗣 昭和23年１月３日生

昭和45年３月 当社入社

―

平成９年11月 青森支店長

平成14年３月 北海道本部部長兼札樽建材株式会

社代表取締役社長

平成14年６月 兼総和建材株式会社(現、北翔建

材株式会社)代表取締役社長

平成16年４月 株式会社住まいのクワザワ営業本

部部長

平成16年６月 同社常務取締役

平成18年６月 同社代表取締役社長(現任） 

当社取締役(現任)

監査役 ― 菊 池 美津雄 大正９年11月14日生

昭和13年４月 帯広税務署勤務

8
昭和38年８月 菊池美津雄税理士事務所所長(現

任)

昭和41年４月 当社監査役(現任)

監査役 ― 江 上 一 郎 昭和32年４月13日生

昭和55年４月 日本セメント株式会社入社

―

平成11年５月 太平洋セメント株式会社海外事業

部商事物流部(台北駐在)

平成12年４月 同社海外商事部(台北駐在員事務

所長)

平成16年４月 同社北海道支店業務部長(現任)

平成16年６月 当社監査役(現任)

計 842



② 会計監査の状況 

当社はあずさ監査法人と監査契約を締結しており、期中および期末に監査を実施するほか、連結子

会社に対する監査も実施しております。 

当社の監査業務を執行した公認会計士は、あずさ監査法人指定社員である大石一良、北澤元宏であ

り、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士７名、会計士補５名であります。 

  

③ 社外取締役および社外監査役との関係 

社外取締役越智通広は越智産業㈱の代表取締役、社外取締役足立建一郎は㈱ジューテックの代表取

締役であります。各社共、当社と商品などの取引がありますが、いずれの取引も、当社と関係を有し

ない他の取引先と同様の取引条件によっており、取締役個人と直接利害関係を有するものではありま

せん。 
  

社外監査役菊池美津雄は菊池美津雄税理士事務所の所長であります。当社の株主でもありますが、

当社と人的関係、その他利害関係はありません。 

社外監査役江上一郎は当社の株主である太平洋セメント㈱の北海道支店業務部長であります。同社

は当社と商品などの取引がありますが、当社と関係を有しない他の取引先と同様の取引条件によって

おり、監査役個人と直接利害関係を有するものではありません。 

  

④ リスク管理体制の整備の状況 

当社は、様々なリスクに迅速かつ的確に対応するために、リスク管理の強化を図ることが経営の重

要課題と認識しております。業務に係わる全てのリスクを適切に管理・統制するため、各部門の分担

や情報伝達体制の充実を図り、また取引先を含めた安全衛生協力会を組織化するなど、リスク管理体

制の整備を進めております。 

  

(2) 役員報酬の内容 

 
  

(3) 監査報酬の内容 

 
  

  

  

取締役の年間報酬総額 67百万円(うち社外取締役 ―百万円)

監査役の年間報酬総額    0百万円

あずさ監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づ

く報酬額
11百万円

上記以外の報酬額 ―百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)および前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17

年４月１日から平成18年３月31日まで)および当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)

の連結財務諸表および財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,927 4,220

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 20,003 20,715

 ３ たな卸資産 ※２ 7,225 7,385

 ４ 繰延税金資産 218 193

 ５ その他 239 529

   貸倒引当金 △138 △138

   流動資産合計 30,476 80.5 32,906 81.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※２ 2,846 2,972

    減価償却累計額 2,001 845 2,000 971

  (2) 機械装置及び運搬具 1,685 1,756

    減価償却累計額 1,347 338 1,421 334

  (3) 土地 ※２ 2,341 2,149

  (4) その他 310 320

    減価償却累計額 236 74 256 64

    有形固定資産合計 3,598 9.5 3,519 8.7

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 ─ 82

  (2) 電話加入権 24 18

  (3) 連結調整勘定 15 120

  (4) その他 158 298

   無形固定資産合計 197 0.5 519 1.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券
※１ 
※２

953 1,153

  (2) 長期貸付金 199 142

  (3) 差入保証金 1,572 1,576

  (4) 繰延税金資産 678 464

  (5) その他 993 1,148

    貸倒引当金 △785 △918

   投資その他の資産合計 3,611 9.5 3,567 8.8

   固定資産合計 7,408 19.5 7,606 18.8

   資産合計 37,884 100.0 40,512 100.0



前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※２ 19,287 22,091

 ２ 短期借入金 1,626 2,648

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

※２ 1,105 800

 ４ 未払法人税等 156 108

 ５ 賞与引当金 161 177

 ６ 完成工事補償引当金 35 38

 ７ その他 862 1,075

   流動負債合計 23,235 61.3 26,940 66.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 2,924 2,466

 ２ 退職給付引当金 905 971

 ３ 連結調整勘定 1 2

 ４ その他 388 438

   固定負債合計 4,219 11.1 3,879 9.6

   負債合計 27,454 72.4 30,819 76.1

(少数株主持分)

  少数株主持分 1,084 2.9 1,101 2.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 417 1.1 417 1.0

Ⅱ 資本剰余金 318 0.9 318 0.8

Ⅲ 利益剰余金 8,526 22.5 7,678 19.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金 84 0.2 182 0.4

Ⅴ 自己株式 ※７ △2 △0.0 △5 △0.0

   資本合計 9,345 24.7 8,591 21.2

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

37,884 100.0 40,512 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 78,965 100.0 92,357 100.0

Ⅱ 売上原価 73,160 92.6 85,685 92.8

  売上総利益 5,804 7.4 6,671 7.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 5,382 6.8 6,673 7.2

  営業利益又は営業損失(△) 422 0.6 △2 △0.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 41 48

 ２ 受取配当金 17 17

 ３ 雑収入 118 157

 ４ 連結調整勘定償却額 19 196 0.2 0 224 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 90 105

 ２ 債権売却損 20 35

 ３ 保証債務費用 11 6

 ４ 雑損失 6 128 0.2 7 154 0.1

  経常利益 490 0.6 68 0.1

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 4 34

 ２ 保証債務取崩額 0 2

 ３ 投資有価証券売却益 20 17

 ４ 火災等保険金収入 43 26

 ５ 再就職支援奨励金収入 ─ 69 0.1 27 107 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 45 22

 ２ 固定資産除却損 ※４ 27 43

 ３ 減損損失 ※５ ─ 489

 ４ 投資有価証券評価損 1 1

 ５ ゴルフ会員権評価損 0 0

 ６ 役員退職慰労金 33 2

 ７ 火災等損失 4 ─

 ８ その他 3 117 0.1 ─ 559 0.6

  税金等調整前当期純利益 
  又は当期純損失(△)

442 0.6 △383 △0.4

  法人税、住民税及び事業税 292 169

  法人税等調整額 △72 219 0.3 188 357 0.4

  少数株主利益 76 0.1 22 0.0

  当期純利益 
  又は当期純損失(△)

146 0.2 △763 △0.8



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 318 318

Ⅱ 資本剰余金増加高 ― ― ─ ─

Ⅲ 資本剰余金減少高 ― ― ─ ─

Ⅳ 資本剰余金期末残高 318 318

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 8,460 8,526

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 146 146 ─ ─

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 66 66

 ２ 役員賞与 12 11

 ３ 当期純損失 ─ 763

 ４ 連結子会社増加に伴う 
   減少高

─ 79 6 848

Ⅳ 利益剰余金期末残高 8,526 7,678



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益 
   又は当期純損失(△)

442 △383

 ２ 減価償却費 225 256
 ３ 減損損失 ─ 489
 ４ 営業権償却 ─ 22
 ５ 連結調整勘定償却額 △14 16
 ６ 火災等保険金収入 △43 △26
 ７ 火災等損失 4 ─
 ８ 投資有価証券売却益 △20 △17
 ９ 投資有価証券評価損 1 1
 10 有形固定資産売却損益 41 △11
 11 有形固定資産除却損 27 43
 12 退職給付引当金の増加額 22 6
 13 賞与引当金の増減額 △0 2
 14 貸倒引当金の増加額 97 116
 15 完成工事補償引当金の増減額 △0 2
 16 受取利息及び受取配当金 △59 △65
 17 支払利息 110 141
 18 売上債権の増減額 △108 81
 19 たな卸資産の増加額 △455 △76
 20 その他の資産の増加額 △4 △188
 21 仕入債務の増減額 △69 1,476
 22 未払消費税の減少額 △25 △25
 23 その他の負債の増加額 7 287
 24 役員賞与支払額 △12 △11
 25 少数株主に負担させた役員賞与の支払額 △3 △2
    小計 161 2,133
 26 利息及び配当金の受取額 59 65
 27 利息の支払額 △110 △141
 28 火災等による保険金収入 38 26
 29 法人税等の支払額 △288 △296
    営業活動によるキャッシュ・フロー △139 1,788
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 １ 定期預金の預入による支出 △23 △83
 ２ 定期預金の払戻による収入 21 81
 ３ 投資有価証券の取得による支出 △40 △36
 ４ 投資有価証券の売却による収入 46 63
 ５ 有形固定資産の取得による支出 △356 △602
 ６ 有形固定資産の売却による収入 46 106
 ７ 営業譲受による支出 ─ △95
 ８ 連結の範囲変更を伴う子会社株式 
   の取得による収入

※２ ─ 197

 ９ 関係会社株式の取得による支出 ─ △96
 10 貸付金による支出 △171 △650
 11 貸付金の回収による収入 248 256
    投資活動によるキャッシュ・フロー △229 △858
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 １ 短期借入金の純増減額 657 1,022
 ２ 長期借入れによる収入 280 120
 ３ 長期借入金の返済による支出 △826 △882
 ４ 自己株式の取得による支出 △1 △2
 ５ 親会社による配当金の支払額 △66 △66
 ６ 少数株主への配当金の支払額 △4 △4
    財務活動によるキャッシュ・フロー 39 186
Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △329 1,115
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 3,194 2,865
Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加 
  額

― 176

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,865 4,157



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数     ８社

主要な連結子会社の名称

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に

記載しているため省略しております。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数     12社

主要な連結子会社の名称

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に

記載しているため省略しております。 

 ㈱エフケー・ツタイ（平成17年４月15日㈱ケ

ーテックより商号変更）、㈱桑建および㈱クワ

ザワリフォームセンターについては重要性が増

したことにより、㈱光和については株式取得に

より、当連結会計年度から連結の範囲に含める

ことといたしました。

(2) 主要な非連結子会社名

㈱ネストエージェンシー

㈱ケーテック

恵庭アサノコンクリート㈱

(2) 主要な非連結子会社名

㈱ネストエージェンシー

日桑建材㈱

恵庭アサノコンクリート㈱

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社８社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益および利

益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社７社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益および利

益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の

うち主要な会社等の名称

㈱ネストエージェンシー

㈱ケーテック

恵庭アサノコンクリート㈱

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の

うち主要な会社等の名称

㈱ネストエージェンシー

日桑建材㈱

恵庭アサノコンクリート㈱

  持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益および

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の適用から除外

しております。

  持分法を適用しない理由

           同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、ドリゾール工業㈱の決算日は

12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

なお、上記の他の連結子会社の決算日は、全て連

結決算日と同一となっております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、ドリゾール工業㈱の決算日は

12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 なお、上記の他の連結子会社の決算日は、全て連

結決算日と同一となっております。 

 また、平成17年10月に株式取得した㈱光和につい

ては平成17年10月１日から平成18年３月31日までの

財務諸表を使用しております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金および販売用不動産については

個別法による原価法、その他の商品については先

入先出法による原価法によっております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① たな卸資産の評価基準及び評価方法

           同左

 

② 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び 

関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの 決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)

 時価のないもの 移動平均法による原価法

 

② 有価証券の評価基準及び評価方法 

         同左

③ デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

時価法

③ デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

           同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっております。

なお、耐用年数および残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)については定額法によっ

ております。

② 無形固定資産

     自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(5年)に基づく定額法によ

っております。

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

           同左

② 無形固定資産

           同左

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

           同左

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

② 賞与引当金

           同左

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による按分額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度より費用処理しております。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しております。 

 一部子会社での会計基準変更時差異について

は、10年による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による按分額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度より費用処理しております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処理方法 

          同左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては、特例処理の要件を満

たしておりますので、特例処理を採用しておりま

す。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

   (ヘッジ手段)   (ヘッジ対象)

   金利スワップ   借入金の利息

③ ヘッジ方針

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップ取引を行っており、ヘッジの対象の識別

は個別契約ごとに行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

 リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす

金利スワップを締結しております。

ａ 金利スワップの想定元本と長期借入金の元本

金額が一致している。

ｂ 金利スワップと長期借入金の契約期間及び満

期が一致している。

ｃ 長期借入金の変動金利のインデックスと金利

スワップで受払いされる変動金利のインデック

スが一致している。

ｄ 長期借入金と金利スワップの金利改定条件が

一致している。

ｅ 金利スワップの受払い条件がスワップ期間を

通して一定である。

 従って、金利スワップの特例処理の要件を満た

しているので決算日における有効性の評価を省略

しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

           同左

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

           同左

③ ヘッジ方針

           同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

           同左

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時

価評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は、５年間で均等償却しておりま

す。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

同左

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結会計年度中に確定した利益処分または損失処

理に基づいております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

同左

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなっております。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



(会計処理の変更) 

  

 
  

(追加情報) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

― （固定資産の減損に係る会計基準）

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用しております。これにより税金等調

整前当期純損失は489百万円増加しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（外形標準課税に関する事項）

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。この結果、販売費及び一般管理費が

９百万円増加し、営業利益、経常利益および税金等調整

前当期純利益が９百万円減少しております。

―



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 180百万円

 
 

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 218百万円

 

 

※２ (担保資産)

次の資産は、支払手形及び買掛金1,705百万円、長

期借入金(１年以内返済予定額を含む)4,307百万円

の担保に供しております。

たな卸資産 4,213百万円

建物 282百万円

土地 873百万円

投資有価証券 109百万円

計 5,479百万円

 
 

※２ (担保資産)

次の資産は、支払手形及び買掛金1,258百万円、長

期借入金(１年以内返済予定額を含む)3,143百万円

の担保に供しております。

たな卸資産 3,879百万円

建物 257百万円

土地 750百万円

投資有価証券 107百万円

計 4,995百万円

 

 

 ３ (偶発債務)

連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入金等

に対し、次のとおり債務保証を行っております。

恵庭アサノコンクリート㈱ 149百万円

㈱桑建 0百万円

計 149百万円

 
 

 ３ (偶発債務)

連結子会社以外の会社の金融機関等からの借入金等

に対し、次のとおり債務保証を行っております。

恵庭アサノコンクリート㈱ 126百万円

和寒コンクリート㈱ 22百万円

東日本自工㈱ 15百万円

計 164百万円

 

 

 ４ (手形割引高および裏書譲渡高)

受取手形割引高 996百万円

受取手形裏書譲渡高 15百万円

 
 

 ４ (手形割引高および裏書譲渡高)

受取手形割引高 1,776百万円

受取手形裏書譲渡高 210百万円

 

※５ 当連結会計年度末の受取手形計上額以外に、主と

して債権(将来のリース料)の引当として貸与先より

11百万円の手形を預っております。

※５ 当連結会計年度末の受取手形計上額以外に、主と

して債権(将来のリース料)の引当として貸与先より

1百万円の手形を預っております。 

 

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式8,347,248株

であります。

 

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式8,347,248株

であります。

 

※７ (自己株式の保有数)

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。

普通株式 12,981株

※７ (自己株式の保有数)

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。

普通株式 19,941株



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

給料手当 2,378百万円

貸倒引当金繰入額 97百万円

賞与引当金繰入額 161百万円

退職給付費用 142百万円

減価償却費 87百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

給料手当 2,882百万円

貸倒引当金繰入額 116百万円

賞与引当金繰入額 167百万円

退職給付費用 144百万円

減価償却費 117百万円

 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 4百万円

 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

土地 30百万円

その他(器具工具備品) 0百万円

計 34百万円

 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 44百万円

その他(工具器具備品) 0百万円

計 45百万円
 

 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 7百万円

土地 10百万円

その他(工具器具備品) 4百万円

計 22百万円

 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 12百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他(工具器具備品) 14百万円

計 27百万円
 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 39百万円

機械装置及び運搬具 1百万円

その他(工具器具備品) 2百万円

計 43百万円



前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※５          ―

 

 

※５ 減損損失

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 場所 種類
減損損失

(百万円)

営業
店舗

茨城県つくば
市、ほか6件

土地、
242

建物等

賃貸 札幌市白石区 建物等 17

遊休
北海道千歳
市、ほか8件

土地、
229

建物

合計 489

 当社グループは、原則として事業用資産について

は管理会計上の区分に基づき営業店舗ごとに、賃貸

資産および遊休資産については１物件ごとに区分し

てグルーピングを行っております。

 近年の全国的な公共工事の減少や北海道における

景気回復の遅れ等により営業店舗および賃貸資産に

ついて継続的な収益性の低下が見られ、また時価が

帳簿価額に比し著しく下落している土地もあること

から、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（489百万円）として特別損失に計

上しております。

 減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳

種類 金額（百万円）

土地 414 

建物 57 

構築物 0 

工具・器具及び備品 0

車両運搬具 10

電話加入権 2

リース資産 3

長期前払費用 0

 なお、回収可能価額は使用価値または正味売却価

額により測定しております。使用価値の算定にあた

っては、将来キャッシュ・フローを4.9％で割り引

いて算定しております。また、正味売却価額の算定

にあたっては、原則として不動産鑑定士による不動

産鑑定評価額によっておりますが、重要性のない物

件については、固定資産税評価額を合理的に調整し

た額により算定しております。



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,927百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△61百万円

現金及び現金同等物 2,865百万円

※２          ―  

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,220百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△63百万円

現金及び現金同等物 4,157百万円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに㈱光和を連結したこと

に伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに㈱

光和株式の取得価額と㈱光和取得による収入（純

額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 873百万円

固定資産 305百万円

連結調整勘定 118百万円

流動負債 △1,227百万円

固定負債 △39百万円

㈱光和株式の取得価額 30百万円

㈱光和現金及び現金同等物 △227百万円

差引：㈱光和取得による収入 197百万円



(リース取引関係) 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引

(借主側)
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

(借主側)
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

169 98 70

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定してお
ります。

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失 
累計額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

301 129 3 169

その他(工具
器具及び備品)

162 29 ― 133

その他
(ソフトウェア)

7 1 ― 6

合計 472 160 3 308

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定してお
ります。 
 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額
一年以内 46百万円
一年超 63百万円
合計 110百万円
(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損
勘定期末残高
 未経過リース料期末残高相当額
一年以内 94百万円
一年超 217百万円
合計 311百万円
(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。

リース資産減損勘定期末残高 2百万円

 

(3) 支払リース料および減価償却費相当額
支払リース料 50百万円
減価償却費相当額 31百万円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額および減損損失
支払リース料 77百万円
リース資産減損勘定の取崩額 0百万円
減価償却費相当額 76百万円
減損損失 3百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。



 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

(貸主側)
(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残
高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

7 3 3

その他 
(工具器具 
備品)

7 3 3

合計 14 7 6

 

(貸主側)
(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残
高

取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

7 7 0

その他(工具
器具及び備品)

8 1 6

その他
(ソフトウェア)

2 0 2

合計 19 9 9

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額
一年以内 29百万円
一年超 50百万円
合計 79百万円
(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高および見積残存価額の残
高の合計額が、営業債権の期末残高等に占
める割合が低いため、受取利子込み法によ
り算定しております。

   なお、上記には転貸リース取引に係る貸主
側の未経過リース料期末残高相当額67百万
円を含んでおります。

   また、当該転貸リース取引は、おおむね同
一条件で第三者にリースしておりますの
で、ほぼ同額の残高が上記の借主側の未経
過リース料期末残高相当額に含まれており
ます。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額
一年以内 32百万円
一年超 66百万円
合計 99百万円
(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高および見積残存価額の残
高の合計額が、営業債権の期末残高等に占
める割合が低いため、受取利子込み法によ
り算定しております。

  なお、上記には転貸リース取引に係る貸主
側の未経過リース料期末残高相当額86百万
円を含んでおります。

  また、当該転貸リース取引は、おおむね同
一条件で第三者にリースしておりますの
で、ほぼ同額の残高が上記の借主側の未経
過リース料期末残高相当額に含まれており
ます。 
 

(3) 受取リース料および減価償却費
受取リース料 27百万円
減価償却費 3百万円

(3) 受取リース料および減価償却費
受取リース料 29百万円
減価償却費 5百万円



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、その他有価証券で時価のある株式について

は、前連結会計年度において１百万円、当連結会計年度において１百万円減損処理を行っております。 

また、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行うこととしております。 

  

２ 売却したその他有価証券 
  

 
  
３ 時価評価されていない有価証券 
  

 
  

区分

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

取得原価 
(百万円)

連結決算日
における 
連結貸借 
対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結決算日 
における 
連結貸借 
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

 ① 株式 251 401 149 215 533 317

 ② 債券 ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 ― ― ― ― ― ―

 小計 251 401 149 215 533 317

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

 ① 株式 11 10 △1 17 14 △2

 ② 債券 ― ― ― ― ―  ―

 ③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 11 10 △1 17 14 △2

合計 263 411 148 233 548 314

区分
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

売却額(百万円) 46 63

売却益の合計(百万円) 20 17

売却損の合計(百万円) ― ―

区分

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券

 ① 非上場株式 360 385

 ② 非上場債券 1 1

合計 361 386

(2) 子会社株式及び関連会社株式

 ① 子会社株式 113 147

 ② 関連会社株式 66 71

合計 180 218



４ その他有価証券のうち満期がある債券の連結決算日後における償還予定額 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

  

 
 

  

当連結会計年度(平成18年３月31日) 

  

 
  

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

社債 ― 1 ― ―

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

社債 1 ― ― ―



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

① 取引の内容及び利用目的等

 変動金利の借入金の調達資金を通常３年から５年の

固定金利の資金調達に換えるため、金利スワップ取引

を行っております。

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。

(1) ヘッジ手段とヘッジ対象

   (ヘッジ手段)   (ヘッジ対象)

   金利スワップ   借入金の利息

(2) ヘッジ方針

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別

契約ごとに行っております。

(3) ヘッジの有効性評価の方法

 リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金

利スワップを締結しております。

ａ 金利スワップの想定元本と長期借入金の元本金

額が一致している。

ｂ 金利スワップと長期借入金の契約期間及び満期

が一致している。

ｃ 長期借入金の変動金利のインデックスと金利ス

ワップで受払いされる変動金利のインデックスが

一致している。

ｄ 長期借入金と金利スワップの金利改定条件が一

致している。

ｅ 金利スワップの受払い条件がスワップ期間を通

して一定である。

 従って、金利スワップの特例処理の要件を満たし

ているので決算日における有効性の評価を省略して

おります。

① 取引の内容及び利用目的等

           同左 

 

 

 

 

(1) ヘッジ手段とヘッジ対象 

          同左 

 

(2) ヘッジ方針 

          同左 

 

 

(3) ヘッジの有効性評価の方法 

          同左

② 取引に対する取組方針

 金利関連のデリバティブ取引については、現在、変

動金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引

を利用しているのみであります。金利情勢が変化すれ

ば、固定金利を変動金利に変換する取引もあり得ます

が、それは、固定金利の長期金銭債権債務等につい

て、市場の実勢金利に合わせるという目的を達成する

範囲で行う方針であり、投機目的の取引及びレバレッ

ジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であり

ます。

② 取引に対する取組方針

           同左



 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日現在)および当連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記

の対象から除いております。 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

③ 取引に係るリスクの内容

 金利スワップ取引においては、市場金利の変動によ

るリスクをそれぞれ有しております。

 なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行

によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断し

ております。

③ 取引に係るリスクの内容

           同左

④ 取引に係るリスク管理体制

 一部の連結子会社において、金利スワップを伴う長

期借入金により資金調達を行なう場合には、総務部門

等の申請により、所定の社内規定に基づき案議決裁を

行い、その内容は取締役会に報告しております。

④ 取引に係るリスク管理体制

           同左



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

個々の会社における退職給付規定に基づき退職一時

金、および適格退職年金による退職給付制度を採用し

ております。

１ 採用している退職給付制度の概要

           同左

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 △1,749百万円

② 年金資産 678百万円

③ 未積立退職給付債務 △1,070百万円

④ 未認識数理計算上の差異 165百万円

⑤ 退職給付引当金 △905百万円

 

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 △1,880百万円

② 年金資産 926百万円

③ 未積立退職給付債務 △953百万円

④ 会計基準変更時差異
 の未処理額

12百万円

⑤ 未認識数理計算上の差異 △29百万円

⑥ 退職給付引当金 △971百万円

 

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 92百万円

② 利息費用 41百万円

③ 期待運用収益 △18百万円

④ 数理計算上の差異の
費用処理額

25百万円

⑤ 退職給付費用 142百万円

 

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 102百万円

② 利息費用 35百万円

③ 期待運用収益 △20百万円

④ 会計基準変更時差異の
 費用処理額

1百万円

⑤ 数理計算上の差異の
費用処理額

25百万円

⑥ 退職給付費用 144百万円

 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 3.0％

④ 数理計算上の差異の費用処理年数

10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による按分額をそれぞれ翌連結

会計年度より、費用処理しております。)

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 3.0％

④ 会計基準変更時差異の処理年数  10年

⑤ 数理計算上の差異の費用処理年数

10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による按分額をそれぞれ翌連結

会計年度より、費用処理しております。)



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金損金算入限度超過額 65百万円

未払事業税否認額 13百万円

退職給付引当金損金算入限度 
超過額

344百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 202百万円

その他 330百万円

 繰延税金資産合計 957百万円

(繰延税金負債)

 繰延税金負債合計 60百万円

 繰延税金資産の純額 897百万円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金損金算入限度超過額 72百万円

未払事業税否認額 11百万円

退職給付引当金損金算入限度
超過額

383百万円

減損損失 166百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 246百万円

繰越欠損金 1,744百万円

その他 217百万円

繰延税金資産小計 2,842百万円

評価性引当額 △1,995百万円

繰延税金資産合計 846百万円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 127百万円

特別償却準備金 57百万円

その他 5百万円

繰延税金負債合計 190百万円

繰延税金資産の純額 656百万円

 

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.5％

受取配当等永久に益金に算入されない △1.3％

項目

住民税均等割 2.2％

その他 4.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.6％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   当連結会計年度においては、税金等調整前当期純

損失となっておりますので、差異原因の項目別内訳

の記載を省略しております。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業の区分は、事業の性質および営業取引の類似性を勘案して区分しております。 

２ 各事業区分の主な内容 

① 建設資材事業……建設資材の製造および販売等 

② 建設工事事業……建設工事の請負施工等 

③ その他の事業……貨物運送等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(594百万円)の主なものは、親会社本社の

総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(3,015百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金

(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産等であります。 

  

建設資材事業 
(百万円)

建設工事事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 
全社 
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

49,373 27,640 1,952 78,965 ― 78,965

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,041 179 537 2,758 (2,758) ―

計 51,414 27,820 2,489 81,724 (2,758) 78,965

営業費用 50,808 27,560 2,404 80,774 (2,230) 78,543

営業利益 605 259 85 950 (527) 422

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 16,502 18,614 1,512 36,629 1,254 37,884

減価償却費 63 26 107 197 27 225

資本的支出 156 50 145 352 48 401



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業の区分は、事業の性質および営業取引の類似性を勘案して区分しております。 

２ 各事業区分の主な内容 

① 建設資材事業……建設資材の製造および販売等 

② 建設工事事業……建設工事の請負施工等 

③ 石油製品事業……石油製品の販売等 

④ その他の事業……貨物運送等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(794百万円)の主なものは、親会社本社の

総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(3,492百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金

(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産等であります。 

５ 石油製品事業は、当連結会計年度より連結子会社となった株式会社エフケー・ツタイが行っている事業であ

り、重要性が増したため当該セグメントを新設しております。 

  

建設資材 
事業 
(百万円)

建設工事 
事業 
(百万円)

石油製品
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

53,459 30,208 6,803 1,886 92,357 ― 92,357

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,199 230 64 561 3,056 (3,056) ―

計 55,659 30,439 6,867 2,447 95,413 (3,056) 92,357

営業費用 55,343 30,123 6,836 2,381 94,685 (2,325) 92,359

営業利益又は 
営業損失(△)

315 315 31 65 728 (730) △ 2

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び
資本的支出

資産 17,752 18,409 1,460 1,480 39,103 1,409 40,512

減価償却費 82 30 2 113 228 27 256

減損損失 125 58 ― 59 243 245 489

資本的支出 195 66 99 138 499 151 651



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)および当連結会計年度(自 平成17

年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本国以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店はありませんので、記載は省略して

おります。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)および当連結会計年度(自 平成17

年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高はありませんので、記載は省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)および当連結会計年度(自 平成17

年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項は、ありません。 

  

(１株当たり情報) 
  

 
  

(重要な後発事象) 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)および当連結会計年度(自 平成17年４

月１日 至 平成18年３月31日)  

該当事項は、ありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,119.91円 １株当たり純資産額 1,031.50円

１株当たり当期純利益 16.13円 １株当たり当期純損失 91.84円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため、また、１株当たり当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。

 

 １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおり

であります。

 損益計算書上の当期純利益 146百万円

 普通株式に係る当期純利益 134百万円

 普通株主に帰属しない金額の内訳

  利益処分による役員賞与金 11百万円

 普通株主に帰属しない金額 11百万円

 普通株式の期中平均株式数 8,336,591株

 

 １株当たり当期純損失の算定上の基礎は以下のとおり

であります。

 損益計算書上の当期純損失 763百万円

 普通株式に係る当期純損失 763百万円

 普通株主に帰属しない金額の内訳

  利益処分による役員賞与金 1百万円

 普通株主に帰属しない金額 1百万円

 普通株式の期中平均株式数 8,330,787株



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項は、ありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

  

 
  

(2)【その他】 

該当事項は、ありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,626 2,648 1.547 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,105 800 1.755 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

2,924 2,466 1.919
平成19年４月２日～
平成26年12月22日

合計 5,655 5,915 ― ―

区分
１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 788 870 667 87



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)
Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,098 1,203

 ２ 受取手形 ※１ 8,556 8,575

 ３ 売掛金 ※１ 4,576 4,303

 ４ 完成工事未収入金 ※１ 2,068 2,176

 ５ 商品 264 317

 ６ 未成工事支出金 753 585

 ７ 前払費用 1 1

 ８ 繰延税金資産 60 135

 ９ 短期貸付金 35 20

 10 未収入金 110 238

 11 その他 1 9

   貸倒引当金 △107 △95

   流動資産合計 17,418 74.9 17,472 74.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※２ 1,438 1,418

    減価償却累計額 944 494 912 505

  (2) 構築物 155 156
    減価償却累計額 114 40 115 41

  (3) 工具・器具及び備品 170 175
    減価償却累計額 123 47 131 44

  (4) 土地 ※２ 1,357 1,043

   有形固定資産合計 1,940 8.3 1,635 7.0

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 0 289

  (2) ソフトウェア仮勘定 157 ─

  (3) 電話加入権 13 8

   無形固定資産合計 172 0.7 297 1.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 585 734

  (2) 関係会社株式 435 597

  (3) 出資金 35 35

  (4) 長期貸付金 72 61

  (5) 従業員長期貸付金 13 16

  (6) 関係会社長期貸付金 620 580
  (7) 破産債権、再生債権、 
    更生債権その他 
    これらに準ずる債権

774 707

  (8) 長期前払費用 34 26

  (9) 差入保証金 1,473 1,443

  (10) 繰延税金資産 386 353

  (11) その他 25 51

    貸倒引当金 △721 △671

   投資その他の資産合計 3,736 16.1 3,937 16.8

   固定資産合計 5,849 25.1 5,870 25.1

   資産合計 23,268 100.0 23,343 100.0



  
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形
※１ 
※２

9,123 9,357

 ２ 買掛金
※１ 
※２

3,578 3,958

 ３ 工事未払金
※１ 
※２

920 996

 ４ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

※２ 220 220

 ５ 未払金 187 291

 ６ 未払法人税等 107 5

 ７ 未払消費税等 28 ─

 ８ 未成工事受入金 203 224

 ９ 預り金 9 9

 10 保証債務 7 7

 11 賞与引当金 93 94

 12 完成工事補償引当金 11 11

   流動負債合計 14,489 62.3 15,177 65.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 635 415

 ２ 退職給付引当金 556 572

 ３ 預り保証金 508 540

 ４ その他 ─ 2

   固定負債合計 1,699 7.3 1,530 6.6

   負債合計 16,189 69.6 16,707 71.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※５ 417 1.8 417 1.8

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 318 318

   資本剰余金合計 318 1.3 318 1.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 104 104

 ２ 任意積立金

  (1) 建築積立金 85 85

  (2) 別途積立金 5,836 5,921 5,836 5,921

 ３ 当期未処分利益又は 
   当期未処理損失(△)

245 △287

   利益剰余金合計 6,270 27.0 5,737 24.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 75 0.3 167 0.7

Ⅴ 自己株式 ※６ △2 △0.0 △5 △0.0

   資本合計 7,079 30.4 6,635 28.4

   負債・資本合計 23,268 100.0 23,343 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 47,434 48,624

 ２ 完成工事高 11,418 58,852 100.0 11,792 60,417 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 294 264

 ２ 当期商品仕入高 44,620 46,169

合計 44,915 46,434

 ３ 商品期末たな卸高 264 317

 ４ 商品売上原価 44,651 46,116

 ５ 完成工事原価 10,495 55,146 93.7 10,885 57,002 94.4

  売上総利益

  １ 商品売上総利益 2,783 2,508

  ２ 完成工事総利益 923 3,706 6.3 906 3,415 5.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運搬費 314 324

 ２ 貸倒引当金繰入額 146 121

 ３ 報酬給料及び賞与 1,460 1,531

 ４ 賞与引当金繰入額 93 94

 ５ 退職給付費用 93 90

 ６ 福利厚生費 287 300

 ７ 減価償却費 62 78

 ８ 賃借料 302 313

 ９ その他 745 3,506 6.0 842 3,698 6.1

  営業利益又は営業損失(△) 200 0.3 △283 △0.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※２ 44 49

 ２ 受取配当金 ※２ 16 17

 ３ 経営指導料 ※２ 56 62

 ４ 雑収入 ※２ 55 172 0.3 65 195 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 ※２ 56 54

 ２ 債権売却損 17 29

 ３ 保証債務費用 5 ─

 ４ 雑損失 5 84 0.1 5 89 0.1

  経常利益又は経常損失(△) 288 0.5 △177 △0.3

 



 
  

完成工事原価明細書 

  

 
(注) 原価計算の方法は、個別原価計算であります。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ ─ 14

 ２ 投資有価証券売却益 20 20 0.0 8 22 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※１ 44 18

 ２ 固定資産除却損 ※１ 3 30

 ３ 減損損失 ※３ ― 349

 ４ 投資有価証券評価損 0 1

 ５ ゴルフ会員権評価損 0 0

 ６ 役員退職慰労金 13 63 0.1 2 401 0.6

  税引前当期純利益又は 
  当期純損失(△)

245 0.4 △556 △0.9

  法人税、住民税及び事業税 165 4

  法人税等調整額 △54 111 0.2 △103 △98 0.2

  当期純利益又は 
  当期純損失(△)

133 0.2 △457 △0.7

  前期繰越利益 111 170

  当期未処分利益又は 
  当期未処理損失(△)

245 △287

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 4,021 38.3 4,462 41.0

Ⅱ 外注費 6,291 60.0 6,268 57.6

Ⅲ 経費 181 1.7 154 1.4

計 10,495 100.0 10,885 100.0



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

株主総会承認年月日
前事業年度

平成17年６月29日
当事業年度 

平成18年６月29日

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益又は 
  当期未処理損失(△)

245 △287

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 別途積立金取崩額 ― ― 500 500

合計 245 212

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 66 41

 ２ 役員賞与金 
   (うち監査役分)

8
(0)

―
(―)

 ３ 任意積立金

    特別償却準備金 ― 74 85 126

Ⅳ 次期繰越利益 170 85



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法
(1)子会社株式および関連会社株式
   移動平均法による原価法

(2)その他有価証券
  時価のあるもの
   決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は、全部資本直入法により処理し、売却原価
は、移動平均法により算定）

  時価のないもの
   移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法
(1)子会社株式および関連会社株式

同左

(2)その他有価証券
  時価のあるもの

同左

  時価のないもの
同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金については個別法による原価法、
その他の商品については先入先出法による原価法に
よっております。

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法
同左

３ 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
定率法によっております。
なお、耐用年数および残存価額については、法人
税法に規定する方法と同一の基準によっておりま
す。
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建
物附属設備を除く)については、定額法によってお
ります。
(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
る利用可能期間(５年)に基づく定額法によっており
ます。

３ 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産
同左

４ 重要な引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については、個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

４ 重要な引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額
に基づき計上しております。

(2) 賞与引当金
同左

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務および年金資産の見込額に
基づき、当事業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発
生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による按分額をそれぞれ発生の翌
事業年度より費用処理しております。

(3) 退職給付引当金
同左

５ リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

５ リース取引の処理方法
同左

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式
によっております。

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

同左



(会計処理の変更) 

  

 
  

(追加情報) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

― （固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。これにより税引前当期

純損失は349百万円増加しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(外形標準課税に関する事項)

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。この結果、販売費及び一般管理費が９百万

円増加し、営業利益、経常利益および税引前当期純利益

が９百万円減少しております。

―



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

※１ (関係会社に対する資産および負債)

区分掲記されたもののほか、次のとおりでありま

す。

受取手形 2,129百万円

売掛金 651百万円

完成工事未収入金 55百万円

支払手形及び買掛金 344百万円

工事未払金 33百万円
 

※１ (関係会社に対する資産および負債)

区分掲記されたもののほか、次のとおりでありま

す。

受取手形 2,339百万円

売掛金 672百万円

完成工事未収入金 44百万円

支払手形及び買掛金 231百万円

工事未払金 26百万円

 

※２ (担保資産)

次の資産は、支払手形1,132百万円、買掛金546百

万円、工事未払金25百万円、長期借入金635百万

円、１年以内返済予定の長期借入金220百万円の担

保に供しております。

建物 159百万円

土地 265百万円

投資有価証券 109百万円

計 534百万円
 

※２ (担保資産)

次の資産は、支払手形853百万円、買掛金398百万

円、工事未払金6百万円、長期借入金415百万円、１

年以内返済予定の長期借入金220百万円の担保に供

しております。

建物 145百万円

土地 248百万円

投資有価証券 107百万円

計 501百万円

 

 

 ３ (偶発債務)

当社は下記の会社の金融機関等からの借入金等に

対し、次のとおり債務保証を行っております。

㈱住まいのクワザワ 2,816百万円

丸三商事㈱ 278百万円

ドリゾール工業㈱ 180百万円

恵庭アサノコンクリート㈱ 149百万円

札幌アサノ運輸㈱ 21百万円

㈱桑建 0百万円

計 3,447百万円

上記のうち関係会社分 3,447百万円

 

 

 ３ (偶発債務)

当社は下記の会社の金融機関等からの借入金等に

対し、次のとおり債務保証を行っております。

㈱住まいのクワザワ 2,379百万円

㈱エフケー・ツタイ 1,719百万円

㈱光和 300百万円

丸三商事㈱ 292百万円

ドリゾール工業㈱ 215百万円

恵庭アサノコンクリート㈱ 126百万円

和寒コンクリート㈱ 22百万円

東日本自工㈱ 15百万円

札幌アサノ運輸㈱ 15百万円

㈱桑建 0百万円

計 5,086百万円

上記のうち関係会社分 5,086百万円

 

 ４ (手形割引高および裏書譲渡高)

受取手形割引高 849百万円

受取手形裏書譲渡高 135百万円
 

 ４ (手形割引高および裏書譲渡高)

受取手形割引高 951百万円

受取手形裏書譲渡高 131百万円

※５ 会社が発行する株式 普通株式  18,000,000株

   発行済株式総数   普通株式   8,347,248株

※５ 会社が発行する株式 普通株式  18,000,000株

   発行済株式総数   普通株式   8,347,248株

※６ (自己株式の保有数) 

  普通株式               12,981株 

 

※６ (自己株式の保有数) 

  普通株式                19,941株 

 

 ７ (配当制限)

   有価証券の時価評価により、純資産額が75百万円

増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。

 ７ (配当制限)

   有価証券の時価評価により、純資産額が167百万

円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。



(損益計算書関係) 
  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 内訳の主なものは、次のとおりであります。

(イ)固定資産売却損

土地 44百万円

建物 0百万円

工具・器具及び備品 0百万円

計 44百万円

 
 

※１ 内訳は、次のとおりであります。

(イ)固定資産売却益

建物 0百万円

土地 13百万円

電話加入権 0百万円

計 14百万円

 

 

(ロ)固定資産除却損

建物 0百万円

工具・器具及び備品 3百万円

計 3百万円

 

(ロ)固定資産売却損

建物 7百万円

土地 7百万円

電話加入権 3百万円

計 18百万円

 
 

(ハ)固定資産除却損

建物 27百万円

構築物 0百万円

工具・器具及び備品 1百万円

計 30百万円

 

 

※２ 関係会社項目

関係会社との取引に係る営業外収益は次のとおり

であります。

受取利息 10百万円

受取配当金 5百万円

経営指導料 56百万円

雑収入 14百万円

 
 

※２ 関係会社項目

関係会社との取引に係る営業外損益は次のとおり

であります。

受取利息 15百万円

受取配当金 7百万円

経営指導料 62百万円

雑収入 18百万円

支払利息 10百万円

 



 
  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※３           ―

 

 

 

※３ 減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。

用途 場所 種類
減損損失

(百万円)

営業
店舗

横浜市都筑区 建物等 5

茨城県つくば
市

土地等 160

さいたま市北
区

リース
資産等

3

賃貸 札幌市白石区 建物等 17

遊休
北海道千歳
市、ほか7件

土地、
161

建物

合計 349

当社は、原則として事業用資産については管理会

計上の区分に基づき営業店舗ごとに、賃貸資産およ

び遊休資産については１物件ごとに区分してグルー

ピングを行っております。

近年の全国的な公共工事の減少や北海道における

景気回復の遅れ等により営業店舗および賃貸資産に

ついて継続的な収益性の低下が見られ、また時価が

帳簿価額に比し著しく下落している土地もあること

から、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（349百万円）として特別損失に計

上しております。

減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳

種類 金額（百万円）

土地 299 

建物 44 

構築物 0 

工具・器具及び備品 0

電話加入権 1

リース資産 3

なお、回収可能価額は使用価値または正味売却価

額により測定しております。使用価値の算定にあた

っては、将来キャッシュ・フローを4.9％で割り引

いて算定しております。また、正味売却価額の算定

にあたっては、原則として不動産鑑定士による不動

産鑑定評価額によっておりますが、重要性のない物

件については、固定資産税評価額を合理的に調整し

た額により算定しております。



(リース取引関係) 
  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借主側) (借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

180 41 139

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。
 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失 
累計額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

338 103 3 231

工具器具
及び備品

121 17 ― 104

ソフトウェア 7 1 ― 6

合計 467 122 3 342

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年以内 36百万円

一年超 102百万円

合計 139百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高
 未経過リース料期末残高相当額
一年以内 94百万円

一年超 250百万円

合計 345百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

リース資産減損勘定期末残高 2百万円

 

(3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 29百万円

減価償却費相当額 29百万円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額および減損損失

支払リース料 78百万円

リース資産減損勘定の取崩額 0百万円

減価償却費相当額 77百万円

減損損失 3百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(貸主側) (貸主側)

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

 

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高 
(百万円)

工具器具 
及び備品

26 7 19

 

取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高 
(百万円)

工具器具
及び備品

43 18 25

ソフトウェア 18 2 16

合計 62 20 41

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年以内 7百万円

一年超 20百万円

合計 27百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高および見積残存価額の残高の

合計額が、営業債権の期末残高等に占める割

合が低いため、受取利子込み法により算定し

ております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年以内 16百万円

一年超 41百万円

合計 57百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高および見積残存価額の残高の

合計額が、営業債権の期末残高等に占める割

合が低いため、受取利子込み法により算定し

ております。 

 

(3) 受取リース料および減価償却費

受取リース料 3百万円

減価償却費 5百万円

(3) 受取リース料および減価償却費

受取リース料 12百万円

減価償却費 14百万円



(有価証券関係) 

  

前事業年度(平成17年３月31日現在)および当事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  

(税効果会計関係) 
  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

  賞与引当金損金算入限度超過額 37百万円

  未払事業税否認額 9百万円

  退職給付引当金損金算入限度超
  過額

213百万円

  貸倒引当金損金算入限度超過額 190百万円

  投資有価証券評価損否認額 29百万円

  その他 18百万円

   繰延税金資産合計 498百万円

  (繰延税金負債)

   その他有価証券評価差額金 51百万円

   繰延税金負債合計 51百万円

   繰延税金資産の純額 447百万円
 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

 賞与引当金損金算入限度超過額 38百万円

 未払事業税否認額 2百万円

 退職給付引当金損金算入限度超
 過額

230百万円

 減損損失 136百万円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 204百万円

 投資有価証券評価損否認額 24百万円

 繰越欠損金 126百万円

 その他 16百万円

  繰延税金資産小計 779百万円

 評価性引当額 △119百万円

  繰延税金資産合計 659百万円

 (繰延税金負債)

 その他有価証券評価差額金 113百万円

 特別償却準備金 57百万円

  繰延税金負債合計 171百万円

  繰延税金資産の純額 488百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.4％

  （調整）

  交際費等永久に損金に算入され
ない項目

4.5％

  受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△1.7％

  住民税均等割等 2.3％

  その他 0.0％

  税効果会計適用後の法人税等の
負担率

45.5％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   当事業年度においては、税引前当期純損失となっ

ておりますので、差異原因の項目別内訳の記載を省

略しております。



(１株当たり情報) 
  

 
  

(重要な後発事象) 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)および当事業年度(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日) 

該当事項は、ありません。 

  

  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 848.48円 １株当たり純資産額 796.84円

１株当たり当期純利益 15.08円 １株当たり当期純損失 54.98円

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため記載しておりません。

 １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおり

であります。

 損益計算書上の当期純利益 133百万円

 普通株式に係る当期純利益 125百万円

 普通株主に帰属しない金額の内訳

  利益処分による役員賞与金 8百万円

 普通株主に帰属しない金額 8百万円

 普通株式の期中平均株式数 8,336,591株

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため、また、１株当たり当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。

 １株当たり当期純損失の算定上の基礎は以下のとおり

であります。

損益計算書上の当期純損失 457百万円

普通株式に係る当期純損失 457百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式の期中平均株式数 8,330,787株



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有
価証券

その他有
価証券

太平洋セメント㈱ 309,200 175

㈱みずほフィナンシャルグループ 141 139

東陶機器㈱ 78,212 85

㈱ほくほくフィナンシャルグルー
プ

160,000 80

㈱札幌北洋ホールディングス 50 66

戸田建設㈱ 40,079 21

㈱栗本鐵工所 45,228 18

住友林業㈱ 14,921 17

㈱住生活グループ 5,707 14

ニッセイ同和損害保険㈱ 14,383 11

㈱大林組 11,907 11

㈱ホッコン 10,500 10

㈱土屋ホーム 29,804 9

大建工業㈱ 16,778 7

ミサワホーム北海道㈱ 13,993 6

札幌団地倉庫開発㈱ 12 6

㈱茨城銀行 40,000 6

 和工生コンクリート㈱ 5,300    5  

㈱日本製紙グループ本社 10 5

その他25銘柄 51,522 34

小計 847,748 734

計 847,748 734



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  ソフトウェア ソフトウェア仮勘定からの振替300百万円が含まれております。 

２ 当期減少額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 1,438 124
145 
  (44)

1,418 912 36 505

 構築物 155 7
6 
(0)

156 115 5 41

 工具・器具及び備品 170 18
13 
(0)

175 131 19 44

 土地 1,357 55
369 
(299)

1,043 ─ ─ 1,043

有形固定資産計 3,122 206
534 
(344)

2,795 1,159 62 1,635

無形固定資産

  ソフトウェア 0 304 ─ 305 16 16 289

  ソフトウェア仮勘定 157 143 300 ─ ─ ― ―

 電話加入権 13 0
5  
(1)

8 ─ ─ 8

無形固定資産計 172 448
305 
(1)

314 16 16 297

長期前払費用 71 0 8 63 36 ─ 26

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

 
(注)  当期末における自己株式は、19,941株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 417 ― ― 417

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (8,347,248) (―) (―) (8,347,248)

普通株式 (百万円) 417 ― ― 417

計 (株) (8,347,248) (―) (―) (8,347,248)

計 (百万円) 417 ― ― 417

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

資本準備金

株式払込剰余金 (百万円) 318 ― ― 318

計 (百万円) 318 ― ― 318

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) 104 ― ― 104

任意積立金

建築積立金 (百万円) 85 ― ― 85

別途積立金 (百万円) 5,836 ― ― 5,836

計 (百万円) 6,025 ― ― 6,025

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 828 766 183 645 766

賞与引当金 93 94 93 ─ 94

完成工事補償引当金 11 11 11 ─ 11



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
(注) ㈱桑建 他 

  

期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 13

預金

当座預金 1,107

普通預金 81

別段預金 0

計 1,189

合計 1,203

相手先 金額(百万円)

北海道管材㈱ 404

㈱光和 322

㈱クワザワ工業 310

㈱熊谷本店 231

鉄建建設㈱ 184

その他 (注) 7,122

合計 8,575

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 2,315

    ５月満期 2,815

    ６月満期 2,050

    ７月満期 1,253

    ８月満期 135

    ９月以降満期 4

合計 8,575



③ 売掛金 

相手先別内訳 
  

 
(注) 菱光産業㈱ 他 

  

売掛金の発生および回収ならびに滞留状況は次のとおりであります。 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 完成工事未収入金 

相手先別内訳 

  

 
(注) 住友不動産㈱ 他 

  

完成工事未収入金の滞留状況は次のとおりであります。 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

日東紡績㈱ 193

共和コンクリート工業㈱ 165

ミサワホーム北海道㈱ 162

會澤高圧コンクリート㈱ 88

北海道管材㈱ 74

その他 (注) 3,619

合計 4,303

前期繰越高 
(百万円) 
 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

4,576 51,055 51,327 4,303 92.3％ 31.7日

相手先 金額(百万円)

清水建設㈱ 295

鉄建建設㈱ 277

大和ハウス工業㈱ 200

ミサワホーム北海道㈱ 123

三菱地所ホーム㈱ 88

その他 (注) 1,191

合計 2,176

発生時 金額(百万円)

平成18年３月計上 2,176

平成17年３月以前計上 ─

合計 2,176



⑤ 商品 

  

 
  

⑥ 未成工事支出金 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記「完成工事原価への振替額」欄の金額には消費

税等が含まれております。 

期末残高の内訳は次のとおりであります。 

 
  

品名 金額(百万円)

セメント 0

化成品 0

土木資材 3

管材 68

外装材 19

断熱材 10

内装材 98

ガラス・サッシ 0

建築資材他 71

住宅機器 28

衛生機材 5

住宅資材他 12

合計 317

前期繰越高(百万円) 当期支出額(百万円)
完成工事原価への振替額

(百万円)
期末残高(百万円)

753 11,249 11,416 585

材料費 259百万円

外注費 320百万円

経費 4百万円

585百万円



⑦ 差入保証金 

  

 
(注) １ 取引上の各種契約に基づく差入れ 

２ 事務所賃借等の差入れ 

  

⑧ 支払手形 

相手先別内訳 

  

 
(注) ㈱ポゾリス物産 他 

期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

契約保証金 (注)１ 1,298

敷金 (注)２ 144

合計 1,443

相手先 金額(百万円)

住友林業㈱ 767

吉野石膏㈱ 533

㈱栗本鐵工所 476

伊藤忠建材㈱ 445

安宅建材㈱ 319

その他 (注) 6,815

合計 9,357

 

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 3,410

    ５月満期 2,793

    ６月満期 1,848

    ７月満期 1,203

    ８月満期 101

合計 9,357



⑨ 買掛金 

相手先別内訳 

  

 
(注) ㈱北陽 他 

  

⑩ 工事未払金 

相手先別内訳 

  

 
(注) 吉野石膏㈱ 他 

  

(3) 【その他】 

該当事項は、ありません。 

  

相手先 金額(百万円)

住友林業㈱ 196

東陶機器㈱ 186

吉野石膏㈱ 184

松下電工㈱ 174

旭・デュポンフラッシュスパンプロダクツ㈱ 173

その他 (注) 3,043

合計 3,958

相手先 金額(百万円)

住友林業㈱ 60

クリナップ㈱ 38

北海道エネジティック㈱ 36

㈱INAXエンジニアリング 30

安宅建材㈱ 29

その他 (注) 800

合計 996



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

    

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券、 
100株未満株券

中間配当基準日 なし

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社

  取次所
 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
 みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 株券の印紙税相当額

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社

  取次所
 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
 みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載する方法

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第56期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月30日 北海道財務局

長に提出 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第56期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年10月27日 北海道財務局

長に提出 

  

(3) 半期報告書 

事業年度 第57期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月20日 北海道財務

局長に提出 

  

  



該当事項は、ありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

株式会社クワザワ 

取締役会 御中 

 

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社クワザワの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社クワザワ及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

あずさ監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  大  石  一  良  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  片  山  裕  之  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

株式会社クワザワ 

取締役会 御中 

 

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社クワザワの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社クワザワ及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

あずさ監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  大  石  一  良  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  北  澤  元  宏  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

株式会社クワザワ 

取締役会 御中 

 

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社クワザワの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第56期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社クワザワの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

 

  

あずさ監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  大  石  一  良  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  片  山  裕  之  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

株式会社クワザワ 

取締役会 御中 

 

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社クワザワの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第57期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社クワザワの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

 

  

あずさ監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  大  石  一  良  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  北  澤  元  宏  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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